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1――はじめに 

 

前回のレポート、その１では、生産緑地法の主たる従事者要件と都市農地貸借法の認定要件を解説

した。その２では、都市農地貸借法に基づき生産緑地を借りる事業主体を想定した上で、貸借が進む

ことの効果とまちづくり上の課題について考察する。 

 

 

2――貸借によって近づく農と都市住民 

 

1｜貸借による事業者の想定 

①都市農業振興基本計画の記載内容 

生産緑地を借りて事業を行う者を想定する前に、都市農地貸借法の基礎となった都市農業振興基本

計画1（以下基本計画）を確認したい。ここには、「農地の貸借を通じて、新たな担い手として想定さ

れる主体」について次のような記載がある。第１の選択肢「地域の農業者や新規就農者」、第２の選択

肢「地元の食品関連事業者」、第３の選択肢「農業や食品関連以外の事業者」と示されている。（図表

1） 

順位付けのような書きぶりと、地域、地元という修飾語によってそこを意識している点から、まず

は地域の農業者や新規就農者が生産緑地を借りて営農することを期待しているように感じる。農業者

以外では地元事業者が優先されるべきとの考えが読み取れる。 

基本法の基本理念は、都市農業の有する機能の発揮とそれにより都市における農地の有効な活用及

び適正な保全が図られる点にある。そのため、多様な機能の発揮は、地域の担い手が農地を耕作する

ことによってなされることが望ましいとの考え方を示しているように受け止められる。そしてこの考

                            
1  都市農業振興基本法に基づき、都市農業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために政府が定める計画。2016年閣議決

定。都市農地貸借法も、計画に基づき整備された。 
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え方が、都市農業の有する機能の発揮に特に資する基準（以下、認定基準）にもつながっているのだ

ろう。 

 

図表 1 都市農業振興基本計画の記載内容 

農地の貸借を通じて、新たな担い手として想定される主体 想定されるスキーム 

第１の選択肢  営農実績を有する地域の農業者 
 営農意欲を有する青壮年を新規就農者として育成・確保 

認定事業計画貸付け 

第２の選択肢  食品の製造、販売、外食サービスを提供する地元の食品関連事業者 認定事業計画貸付け 

第３の選択肢  福祉や教育、ＩＴ関係のベンチャー企業等、農業や食品関連以外の
事業者 

特定都市農地貸付け 

補完的に農地と
して管理する取
組 

 農作業等に関心を持つ高齢者などの都市住民が農業技術を習得し
て営農ボランティアとして活動する取組 

 地域コミュニティの維持・再生に取り組む団体等が管理者不在の農地
を一定期間活用する取組 

 

（資料）都市農業振興基本計画を基に筆者作成。想定されるスキームは筆者の見解である 

 

②認定基準からの想定 

では、認定基準から認定事業計画に基づく貸付けの主な借り手を想定してみたい。手がかりとして

基準１に該当する事業内容から、考えられる実施主体を思い浮かべてみよう。 

イの地産地消と、ハの生産加工物販売は、同じ農産物の生産販売と生産物を加工した商品の製造販

売を主たる事業としている。違いは、その１で解説したとおりイが販売区域を地元地域に限定してい

るのに対し、ハはそうではない点である。 

＜地産地消＞ 

ここからイ地産地消を目的にした借り手として考えられるのは、まず地元農家であろう。既に直売

や学校給食などへの供給で地産地消を行っている農家であれば、無理のない範囲で借り受けて、規模

を拡大することができるのではないか。 

新規就農希望者が新規就農する場合、まずは農地所有者の販路を活用することができるこのケース

での就農を考えるのではないか。 

生産緑地に農家レストランや直売所の設置が可能となった2ことから、むしろ飲食業、外食産業など

の一般法人が生産緑地を借りて、農業生産をしながらレストラン経営するといったケースも考えられ

よう。レストラン経営の商圏と地産地消は相性がよいと思われる。 

＜生産加工物販売＞ 

ハの生産加工物販売についても、ブランド力の高い特産品を生産している農家あるいは農業法人が、

６次産業化も含めて、事業拡大を目的に借りるケースが想定できる。 

地産地消と同様、新規就農希望者にとって、農地所有者の販売ルートを踏襲することが出来るので

あれば、新規就農しやすいと思われる。既に市街化調整区域で新規就農した者であれば、あえて近く

の生産緑地を借り受けることも考えられる。 

                            
2 実際に設置するためには、相続税納税猶予制度を適用しているかどうか、用途地域による建築制限などをクリアする必要がある 
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＜体験・交流機会提供＞ 

ロ①の体験・交流機会提供については、農家が生産緑地を借りて農業体験農園を開設するケース、

社会福祉法人が、高齢者支援、障がい者の自立支援等の事業目的で農地を借りるケースがまず考えら

れる。それ以外に NPOなどが子育て支援や食育、環境教育の場として借りるケース、あるいはイベン

ト企画会社などが、農を通じた様々なサービス、イベント、ツアーなどを提供するフィールドとして

借りるケースが想定できる。 

＜試験・研修＞ 

ロ②の試験・研修は、研究開発部門を持つ農業法人か一般法人、ＪＡなどの農業者団体、あるいは、

公的または民間の研究機関が考えられる。 

 

図表 2 基準に対応する事業内容から想定される借り手 

基準の要件 想定される主な借り手と事業内容 

地産地消 イ 

 既に直売や学校給食などで地産地消に取り組む、地元農家 

 新規就農者が、農地所有者の地産地消販路を生かして就農 

 飲食業、外食産業などの一般法人が、農業生産しながらレストラン経営 

体験・交流機

会提供 
ロ① 

 農家が、生産緑地を借りて体験型農園を開設 

 社会福祉法人が、高齢者支援、障がい者自立支援等の事業を実施 

 NPO等が、子育て支援や食育、環境教育の場として活用 

 イベント企画運営等一般法人が、農を通じた様々なサービス、イベント、ツアーなどを提供する

フィールドとして活用 

試験・研修 ロ②  研究開発部門を持つ農業法人・一般法人、農業者団体、公的・民間の研究機関が活用 

生産加工物

販売 
ハ  農家・農業法人が、６次産業化も含めて、事業拡大 

 

2｜農に携わる人の多様化とその効果 

筆者は、以上の想定のとおり今後、都市農業に介在するプレイヤーが多様化することで、農と都市

住民の距離が近づくと予想している。 

これまでのように、農地があって農家が耕作して農業が成立するという関係をまとめて「農」と称

すると、これまでは農家が農地で生産した作物を、都市住民が何らかの形で購入して得るというのが、

農と都市住民との基本的な関係だった。つまり農との接点は購入した農作物のみで、意識する・しな

いは別として、そこには一定の距離感、隔たりがあったと感じる。（図表 3-1） 

しかし、先に想定したように、生産緑地を貸借することで、新規就農者、サービス業者、非営利活

動組織など、農家以外に多様な主体が農に携わるようになり得る。それによってさらに都市農業への

関心が高まれば、農家から直接作物を買い取って多くの消費者が集まる駅前で販売するといった形の

流通業者が登場したり、農業者と都市住民の接点を多様なかたちで作ろうとする非営利の活動が生ま

れたりするのではないかと思う。 

このように農に携わる人の多様化が進めば、都市住民が農に触れる機会が増え、都市住民と農の距

離がグッと近づくはずだ。 

そこから都市住民が得るものは農作物に限らない。農作業を通じた体験や学びであったり、農を通

じた人との交流やそれによって生まれる共感であったり、生産者の思いやこだわりといった農作物の
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背景にある物語であったりする。（図表 3-2） 

 

図表 3-1 従来の都市農と都市住民の関係 図表 3-2 これからの都市農と都市住民の関係 

  
 (資料)以上筆者作成 

 

そして、既に、農に関心のある多くの都市住民は、こうしたことを求めて自ら農にアクセスしよう

としている。このような取り組みを実践している事例3に接すると、同様の都市住民は確実に増えてい

ると確信を持って答えることができる。 

このように生産緑地の貸借によって、農業者や事業者にとってはビジネスチャンスが生まれ、都市

住民にとっては、農を通じた豊かな都市生活がもたらされる。結果的に、都市農業が有する多様な機

能も発揮しやすくなるだろう。 

 

 

3――農のあるまちづくりを推進する上での課題 

 

以上のように、生産緑地の貸借によって想定される状況と効果を、やや理想的に描いてみたが、理

想に近づけるためには、まちづくりの観点から次の３つが課題になると思われる。 

 

1｜地域の農業者と住民が一緒に考える場の設置 

農業者や関係者の中には、生産緑地の貸借による懸念もあるようである。収益性を優先した貸し出

しによる農環境の悪化、地域に馴染まない借り手の登場、地域にとって望ましくない活用といったこ

とである。筆者は、こうした懸念に対して、地域の農業者と住民が一緒に農のあるまちづくりを考え

ることが必要だと考えている。 

個々の生産緑地はそれぞれ、位置する場所の環境特性や、市場性、周辺住民の関心度などが異なる。

                            
3  例えば、「株式会社エマリコくにたち」（東京都国立市）http://www.emalico.com/ は、東京多摩地域の農家から直接集荷・買取した野

菜を駅近くの直営店舗で販売し、直営飲食店で提供している。農家から集荷するのは作物だけでなく、生産者としての思いや、こだわ

りといった収穫した作物にまつわる情報も含み、それを消費者に伝えることができる流通形態を実践している。また、「まちなか農家プ

ロジェクト」http://machino.tokyo/ は、東京都三鷹市、武蔵野市の農家を応援する市民有志の取り組みで、農家のインタビューをウェ

ブサイトに掲載、若手農家との協力による防災イベントの開催、農家の収穫イベントのサポートなどを行い、農家と消費者の距離を縮

める活動を行っている。 

農地

農家

農業 住民作物
農地

農家

農業 住民

流通業

新規就農者

サービス業

非営利組織

体験
学び

作物
物語

交流
共感

http://www.emalico.com/
http://machino.tokyo/
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したがって、生産緑地に期待されることも、それぞれ異なるはずだ。立地条件がよくて市場性が高い

生産緑地であれば、収益性の高い事業を行おうとする者が借りようとするだろう。一方で、地域住民

が求めていることはそれとは異なり、子育て環境の充実という地域の課題を意識して、農のある環境

で子どもたちの学びや健康を育むことかもしれない。 

そこで、まず地域にある農に期待される機能、役割、効果について、同じ地域の農業者と住民が共

に考え、共有しておくことが重要になる。そうすることで、生産緑地を貸借する場合に、どのような

事業・取り組みが地域にとって望ましいかという視点を所有者に与えることができ、その視点を事前

に広く明示しておけば、借りようとする事業者にも意識させることができる。 

その１で示した認定要件、基準にそれを盛り込んでおけば、地域にとってより重要な取り組みを事

業計画に取り込むことができるはずである。事業者は地域の考えを取り入れて、地産地消型の生産・

加工・販売を行いながら、地元の子育て支援活動団体と連携して、定期的に農地をフィールドに親子

向けワークショップを開催するといったことが、貸借をきっかけに実現する可能性が広がる。 

つまり、農の活用を地域のまちづくりに落とし込むのである。地域住民が抱く地域の課題を受け止

めつつ、地域の中の個々の農地がそれぞれどのような役割を果たし、地域全体としてどのような多様

な機能が発揮されるとよいのかを、まちづくりとして俯瞰的な視点で捉える場や機会が求められる。 

しかしこのような、地域単位のまちづくりの中で農を捉える視点、手法は、法制度として十分に整っ

ているとは言えない4。ただし、都市計画分野では古くから協議会方式による地区まちづくりという手

法があり、そのための手続きを定めた条例を設けている自治体もある。地区の環境を保全したり、向

上させたりするために、地区住民が主体となって協議会という場をつくり、地区の将来像を描いて、

それに必要な独自のルールを設け、協議会自身で運用するというものだ。地区まちづくりの制度を持

つ自治体はそれを応用することができよう。ルールを設けるのではなく、地域において農をどのよう

に生かすのかを共有する場として協議会方式を用いるのであれば、その実行はそれほど高いハードル

にならないと思われる5。 

 

2｜基準の柔軟な運用と市区町村独自の取り組み 

前回解説した事業計画の認定要件をみて、いささか基準が多すぎかつ細かすぎる印象を受けたのは、

筆者だけであろうか？都市農業振興基本法（以下、基本法）の趣旨は都市農業の多様な機能の発揮で

あるが、それは、都市農地における生産活動を通じてとしている。つまり、耕作しなければ、多様な

機能は発揮できないということである。 

所有者の事情で営農継続が危ぶまれる生産緑地を、意欲ある者が借りて営農することができなけれ

ば多様な機能の発揮への期待は遠のく。細かな基準が借りることを阻害するようになってはいけない。 

また、前述のとおり一口に生産緑地といっても、位置する場所の環境特性や、市場性、周辺住民の

関心度などは、それぞれ異なるはずだ。生産加工品を販売しやすい農地とそうでない農地、市民農園

                            
4 唯一、大阪府の「都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」による農空間保全地域制度があり、参考になる。拙著「まちづ

くりレポート｜大阪の農空間づくり－大阪府農空間保全地域制度による、協働型コモンズの形成」参照。 

5  自治体が条例によって設ける地区まちづくり制度は、多くの場合地域住民による協議会を、自治体が認定する仕組みとなっており、認

定のための同意要件を定めている。地区住民の○割以上の同意が客観的に認められるといったことだ。ここで論じたケースでこのよう

な同意要件は、むしろ足かせになると考えられることから、応用には一考を要する。 
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を事業として成立させやすい農地とそうでない農地が出てくる。事業として収益を得ることを前提に

借りる者は、当然優位な立地を求めてシビアに借りる・借りないを判断するだろう。そうした生産緑

地個々の立地特性を踏まえずに、基準の硬直的な運用を行えば、貸したくても借り手が見つからない

といったケースにつながる恐れがある。 

借り手の意欲とニーズ、それを踏まえた事業計画の内容、さらには当該地域の特性や、貸し手の希

望などに応じて、柔軟な運用を心がけた方がよいと思われる。 

一方で、認定する市区町村が、地域の実情や都市農業振興のめざすところを踏まえて、独自に基準

を設けることも必要ではないか。地域環境・景観調和基準、土水環境対策基準などは、どの地域にお

いても一定の配慮を求める必要があることから、都市農地貸借法の認定要件とは別に、すべての農業

者が取り組むべき方針や基準を設けておくことは有効であろう。例えば、地域の景観形成や住宅地と

の調和、生物多様性維持などに配慮した農地整備、農地管理の具体的なあり方を示したガイドライン

を設けることが考えられる。 

 

3｜関連行政計画の策定・見直し 

以上２点は、農が地域のまちづくりにとって重要なものであることの、全市民的な理解を踏まえて

取り組む必要がある。全市民的理解を育むには、関連する行政計画の策定や見直しを市民参加方式で

行い、明確化することが有効であろう。 

基本法、基本計画の成立により、農地が都市にあるべきものとされ、市街化を図るべき区域とする

市街化区域の定義6を、必ずしもすべて宅地化しなければならない区域ではなく、農地も含めて市街化

を図ると読み替えるに至った。都市緑地法の改正7では、都市緑地に農地を含むことが明確化され、緑

地保全の制度を農地に活用できるようになった。こうした点も含めて、農地が都市に存在することを

前提に、今後のまちづくりを捉え直す必要がある。 

都市農業振興基本法によって策定が努力義務となっている基本計画の地方計画8や、緑の基本計画9、

都市計画マスタープラン10、立地適正化計画11等の中で、必要に応じて将来都市像やまちづくりの方

針を見直し、その過程で、農が都市にあることの価値の共有化を図るのである。 

 

 

  

                            
6  都市計画法第７条第２項「市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね十年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る

べき区域とする」 

7  2017年「都市緑地法等の一部を改正する法律」都市内の農地の計画的な保全を図ることにより、良好な都市関係の形成に資すると明記

された。 

8  基本法第 10条第 1項 地方公共団体は、基本計画を基本として、当該地方公共団体における都市農業の振興に関する計画（以下「地方

計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

9  都市緑地法第 4条 市町村は、都市における緑地の適正な保全及び緑化の推進に関する措置で主として都市計画区域内において講じら

れるものを総合的かつ計画的に実施するため、当該市町村の緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画を定めることができる。 

10  都市計画法第 6条の２「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」及び、第 18条の２「市町村の都市計画に関する基本的な方針」 

11  都市再生特別措置法第 81条 コンパクトシティを形成するための制度で、市街化区域内に都市機能誘導区域や居住誘導区域などを設け、

区域内での施設や住宅整備にインセンティブを与える一方で、区域外での開発をコントロールするもの。 
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4――おわりに 

 

既に、都市農地貸借法によって生産緑地を貸借して新規就農した例、体験型農園事業を開始する株

式会社の例が出始めており、生産緑地の 30年買取り申出12のタイミングに向けて、これから徐々に貸

借が増えていくものと予想される。だからこそ、今から以上のような準備をしておく必要があるので

ある。 

                            
12  生産緑地法によって、生産緑地地区の指定から 30年経過後、当該市町村に買い取りを申し出ることができる。最初の指定から 30年が

2022年に訪れることから、後継者がいない高齢農業者などは、このタイミングで農業を継続するかどうか考慮すると考えられており、

自身が継続しなくても、貸借によって農地を維持することを選択する農業者も出てくるものと予想される。 


